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令和３年４月15日
財政制度等審議会

財政制度分科会提出資料
（P.57,58）
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令和３年４月27日
経済・財政一体改革推進委員会
社会保障ワーキング・グループ
厚生労働省提出資料（P.31～）
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第３章 感染症で顕在化した課題等を克服する経済・財政一体改革
２．社会保障改革
（１）感染症を機に進める新たな仕組みの構築

（略）

後発医薬品の品質及び安定供給の信頼性の確保、新目標135につ
いての検証、保険者の適正化の取組にも資する医療機関等の別
の使用割合を含む実施状況の見える化を早期に実施し、バイオ
シミラーの医療費適正化効果を踏まえた目標設定の検討、新目
標との関係を踏まえた後発医薬品調剤体制加算等の見直しの検
討、フォーミュラリ136の活用等、更なる使用促進を図る。

135 後発医薬品の品質及び安定供給の信頼性の確保を柱とし、官民一体で、
製造管理体制強化や製造所への監督の厳格化、市場流通品の品質確認検
査などの取組を進めるとともに、後発医薬品の数量シェアを、2023 年
度末までに全ての都道府県で80％以上とする目標。

令和３年６月18日閣議決定
経済財政運営と改革の基本方針2021

（抄）
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第３章 展開する施策
Ⅲ 総合的に展開する施策の方向
６ 誰もが元気で健康に暮らせること
（２） 誰もが必要な医療を受けられる社会をつくる
＜現状・課題＞

○ 県内のジェネリック医薬品普及率は平成27(2015) 年度に58.2%に達
しており、着実に伸びています。患者の負担軽減と医療費の伸びの適正
化を図るため、さらなる使用促進を図ることが重要となっています。

＜施策の方向＞
（医療費の適正化）
○ 「医療費適正化計画」に基づき、県民の健康の保持の推進及び医療の
効率的な提供に取り組みます。

○ ジェネリック医薬品のさらなる使用促進を図るため、医師会や薬剤師
会等の関係団体と協議しながら、普及啓発などに取り組みます。

＜数値目標＞
ジェネリック医薬品普及率（数量ベース） 80.0% 以上（33 年度）

○ 国の「骨太の方針 2015」における目標（H32 年度 80% 以上）と同
水準を目指す。

平成２９年度策定
福岡県総合計画（抄）
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福岡県医療費適正化計画（第３期）について
（後発医薬品使用促進関係）

平成30年８月29日
平成３０年度第１回福岡県

ジェネリック医薬品使用促進協議会
資料２
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福岡県医療費適正化計画（第３期）について（２）

第３章 達成すべき施策目標

３.２.２後発医薬品の普及率

（後発医薬品の数量ベース普及率の算定式） 

後発医薬品の数量 

 普及率＝ 
後発医薬品のある先発医薬品の数量＋後発医薬品の数量 

 

○ 「経済財政運営と改革の基本方針 2017」における「平成 32(2020)年９月までに後

発医薬品の使用割合を 80％とする」という国の目標を踏まえ、計画の最終年度の平

成 35(2023)年度の後発医薬品の使用割合を 80％以上として設定しています。 

目  標 80％以上 
平成 35（2023）年度の後発医薬品の数量ベース

の普及率を 80％以上とする。 
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